
仕様書

１ 件名

平成26年度 アグリビジネス創出に向けた産学官連携促進手法検討調査

２ 事業目的・概要

農林水産・食品分野を成長産業として育成していくためには、新たな需要創出等の研

究に民間企業等が積極的に取り組み新たな価値を創出することが急務である。しかし、

農林水産・食品分野の研究の主体は、独立行政法人等の公的セクターが中心であり、他

産業分野に比べ民間企業による研究開発投資は低調である。

一方で、農林水産・食品分野の公的研究機関等（大学、公設試験研究機関、専ら研究

を行う独立行政法人等を指す。以下同じ。）と民間企業が連携し、効率的に研究を推進

している事例もあることから、このような成功事例における連携推進上の特徴を明らか

にすることにより、同様の取組を促進することが重要である。

このため本調査では、農林水産・食品分野の研究開発により多くの民間企業を参画さ

せ、更には研究開発への投資を促すための知見を集積することを目的に、農林水産・食

品分野の研究を行う多数の機関が、最新の研究成果をPRする場である「アグリビジネス

創出フェア2014」（以下「フェア2014」という。）において、新たな共同研究や研究成果

の活用先である民間企業に対し、技術や研究成果を効果的にPRするためのポイントを取

りまとめることとする。

３ 事業内容

本事業では、農林水産・食品分野の研究を行う多数の機関がフェア2014において、民

間企業に対し、技術や研究成果を効果的にPRするためのポイントを取りまとめるため、

次の(1)～(3)までの事業を行う。

(1) 公的研究機関等と民間企業とが効果的に連携して行った農林水産・食品分野の研究

を対象とし、農林水産・食品分野の技術交流展示会（以下「展示会」という。）等を

通じて公的研究機関等と民間企業とが連携に至った経緯やポイントを調査する。

(2) フェア2014を開催前に、必要に応じて、出展者に対し、民間企業に対して研究成果

をPRするためのポイント等を指導しつつ、フェア2014の場においては、どのような取

組が民間企業との連携を促進する上で有効であったか把握する。

(3) (1)及び(2)の結果を踏まえ、展示会において、公的研究機関等が、新たな共同研究

や研究成果の活用先である民間企業に対し、技術や研究成果を効果的にPRするための

ポイントを取りまとめる。

なお、事業の詳細は以下のア～オまでのとおり。

ア 公的研究機関等と民間企業等とが連携に至った経緯やポイントの調査

農林水産・食品分野の研究開発において、公的研究機関等と民間企業とが効果的

に連携して行った研究を対象とし、展示会等を通じて公的研究機関等と民間企業が

どのような過程を経て共同研究を進めたのか、公的研究機関等側のどのような研究

成果のPR活動や説明の進め方が、民間企業との連携を進める上で重要だったか等を



調査し、簡潔なレポート（１案件当たりＡ４用紙１枚程度、図表や写真等を用いて

分かりやすく作成すること。）として取りまとめる。

さらに、本調査結果を踏まえ、「展示会等における企業向けPR手法の事例集」（以

下「事例集」という。）を取りまとめる。

なお、調査対象とする研究の事例は、農林水産技術会議事務局（以下「技術会議

事務局」という。）が貸与する研究成果事例集等から24課題選定することとし、農

林水産・食品分野の広範な研究分野（例：栽培技術分野、生産支援資材分野、食品

加工分野、水産分野、林産分野、農業機械分野、生物工学分野、畜産分野等）の中

で偏りが出ないよう配慮するとともに、アグリビジネス創出フェア等の展示会への

出展が、公的研究機関等と大学等とが連携して研究を推進するきっかけの一つとな

っている案件を選定するように留意する。

イ フェア2014の開催及び出展者に対する調査協力依頼

農林水産・食品分野の技術交流展示会であるフェア2014を、受託者が事務局を務

める形で開催する（開催要領は別添を参照のこと。）。フェア2014には、全国の大学、

試験場、独立行政法人等から約250機関以上が参画するよう出展者募集を行う。

出展者には、アで取りまとめた「事例集」を配布し、新たな共同研究や研究成果

の活用先である民間企業に対し、技術や研究成果を効果的にPRするためのポイント

を意識し、展示を行うよう協力を求める。この際必要に応じて、「事例集」に記載

した事例を紹介する会を行う（出展者向けの説明会の一部として実施することも

可）。また、必要があれば、展示会の開催前に受託者が各出展機関を訪問し、展示

物の確認、展示方法の指導等を行うこととする。

ウ 技術や研究成果を効果的にPRするためのポイント等の取りまとめ

フェア期間中、及びフェア2014終了直後に、イで配布した「事例集」の有効性や、

各出展者が実施した民間企業向けのPRを意識した展示手法の効果について、出展者

や来場者に対するアンケートを通じて把握する。

調査に当たっては、新たな共同研究先や研究成果の活用先の開拓に向け、フェア

2014におけるどのような取組が効果があったか把握することとし、アンケートに加

え、研究独法、県公設試験場、大学等、属性の異なる出展者から10機関以上を選定

し、どのような取組が有効であったか聞き取りを行い、１機関当たりＡ４用紙１枚

程度のレポートをまとめる。

さらに、フェア2014への参加を通じ、具体的に公的研究機関等と民間企業とが新

たな連携に向けた動きを開始した事例５事例以上について、フェア2014終了後３～

４カ月間の連携促進に向けた具体的な動きを取材し、１事例当たりＡ４用紙１枚程

度のレポートをまとめる。

エ 調査結果の取りまとめ

以上の調査結果全体を取りまとめるとともに、「技術や研究成果を効果的にPRす

るためのポイント」について、図表や写真等を用いつつ、簡潔で実用的なものとな

るよう工夫し取りまとめる。

オ 調査結果の報告会の開催

農林水産省の職員等を対象とした調査結果の報告会を農林水産省内で開催し、本



事業の調査によって明らかになった「技術や研究成果を効果的にPRするためのポイ

ント」等を中心に報告する。

４ 成果物

５に示す事業実施期間終了までに、以下の内容を含む「平成26年度アグリビジネス創

出に向けた産学官連携促進手法検討調査報告書」（以下「報告書」という。）を作成し、

印刷物10部及びその内容を収録したCD又はDVD２セットを技術会議事務局に納品する。

なお、報告書には最低限以下の(1)～(5)までの内容を含むこと。

(1) 公的研究機関等と民間企業等とが連携に至った経緯やポイントの調査結果

ア 公的研究機関等と民間企業とが効果的に連携した研究において、民間企業との連

携を進める上で重要だった点等に関する調査レポート。

イ 「事例集」

(2) フェア2014の計画概要、出展者に対して実施した展示指導の概要等

(3) 技術や研究成果を効果的にPRするためのポイントの効果把握

ア アンケートの実施概要及び結果概要

イ 聞き取り結果概要レポート

ウ 公的研究機関等と民間企業とが新たな連携を開始した事例概要レポート

(4) 調査結果取りまとめ

「技術や研究成果を効果的にPRするためのポイント」

(5) 調査結果取りまとめ

ア 「アグリビジネス創出フェア2014」実施概要

（ガイドブック等）

イ 出展者募集、参加者誘致のために受託者が行った広報活動について記録すること。

また、出展者が発出したプレスリリース、各メディアのフェア2014関連記事等を整

理し取りまとめること。

ウ ホームページデータ

５ 事業実施期間

委託契約締結日から平成27年３月３日まで

６ その他

(1) 受託者は、業務の進捗状況等を、技術会議事務局の担当者の求めに応じて報告する

こと。なお、最低限、技術会議事務局担当者と以下のア～カまでのそれぞれの時点で

打合せを実施すること。

ア 事業着手直後

イ 出展者募集前

ウ 出展者説明会前

エ フェア2014実施方針調整段階

オ フェア開催前

カ アンケート取りまとめ時点



(2) 事業の目的を達成するために、技術会議事務局担当者は、業務状況・進行状況に関

して必要な指示を行うことができる。その際、受託者はその指示に従うこと。

(3) 事業の目的を達成するために、本仕様書に明示されていない事項で必要な業務等が

生じたとき、又は業務の内容を変更する必要が生じたときは、技術会議事務局担当者

と協議の上、対応する。

(4) 本業務は、フェア2014において、公的研究機関等が、最新の研究成果を民間企業へ

PRする手法を調査しポイントを取りまとめるものである。従って、受託者はイベント

の開催能力はもちろんこと、調査業務に対する高度な知見（調査の設計・実施、結果

の分析・取りまとめ能力等）を有している必要がある。

(5) 受託者は、本業務により知り得た個人情報について漏洩等防止の措置を講じ、善良

な管理者の注意をもって取り扱う。



（別添）

アグリビジネス創出に向けた産学官連携促進手法検討調査における

アグリビジネス創出フェア2014開催要領

１ フェア2014の開催

(1) 以下の日時及び場所においてフェア2014を開催する

ア 開催日時

平成26年11月12日（水）～11月14日（金）までとする。

開場時間は、いずれも午前10時～午後５時まで（予定）

受託者の企画に基づき、会場及び技術会議事務局と調整の上、開場前及び閉場後

に、出展者交流イベント等を開催することも可。

イ 開催場所

東京国際展示場（東京ビッグサイト）西展示棟内。

ウ 出展料及び入場料

無料とする。

ただし、出展に対して必要となる実費（椅子等の借料、小間上部の出展者名等を

記載したボードの作成費、会場への展示物の送料、展示対応者の旅費等）は全て出

展者の自己負担とする。また、出展者の中から希望者を募って行う企画に要する経

費（出展者交流会への参加費等）も出展者の自己負担とする。

エ 開催規模

出展機関数は250機関以上、展示小間も同数程度とする。

オ 目標参加者数（来場者及び出展者）

開催期間の延べ参加人数3.5万人以上を目標とする。

(2) 開催までの主要スケジュール（予定）

以下のスケジュールで、開催準備を進める。

ア 契約後から７月下旬

・ 公的研究機関等と民間企業等とが効果的に連携した研究事例の調査

・ 出展規定等の策定を行い、出展者募集の準備

イ ７月下旬～８月中旬

・ 出展者の募集（募集開始前にも事前告知を行うなどして、多様な出展者確保の

ための工夫を行うこと。）

・ 展示会における企業向けPR手法事例集の作成

ウ ８月～９月中旬

・ 出展者の確定、会場配置やプログラム等の実施計画の骨子を確定

・ 出展者説明会の開催（事務連絡のほか、本調査に対する協力を依頼すること。）

エ ９月中旬以降

・ 公的研究機関等と民間企業等とが効果的に連携した研究事例の調査

・ 多様な来場者誘致のための広報活動

・ 出展者名、会場図等を記載したリーフレットの作成、印刷及び配布



・ 出展者ごとの出展内容を記載したガイドブックの作製、印刷及び配布

・ フェア2014期間中に開催する各種プログラム（セミナー、各種イベント等）の

調整・準備

オ 11月上旬

・ フェア2014を開催

カ フェア2014開催中から開催後

・ 出展者、来場者に対するアンケートの実施

・ 調査結果の取りまとめ

(3) フェア2014会場の配置

フェア2014においては、会場内で、各種講演やセミナー、出展者によるプレゼンテ

ーション等のイベントを開催するため、会場内には、出展者の展示小間に加え、メイ

ンステージ（着座160名以上程度、演台あり。）１か所及びセミナールーム(着座20～4

0名程度｡)５か所（１(4)イの終了後、２分割にして使用することを想定しているため、

他に３カ所。）を確保する。また、会場各所に出展者や来場者が自由に連携等の相談

に使えるスペースを設置する。

なお、会場配置については、東京ビックサイトの諸規定を順守するほか、隣接会場

で同時開催する「アグロイノベーション2014」（以下「アグロ2014」という。）と一体

的な会場展開を行うよう工夫すること。

(4) 会場内で行うイベントの開催

フェア2014の会場内で、以下の技術会議事務局が企画するイベントを行うので、イ

ベント開催の準備、イベントの進行（司会を含む。）等について、実施補助業務を行

う。

ア 基調講演（メインステージ）

受託者からの提案を踏まえつつ、技術会議事務局が決定した講師が講演を実施す

る。講演数は２件程度とし、講師に対する旅費及び謝金は本事業の委託費から支払

う。受託者は、会場設営、関係者の案内・誘導、司会進行、照明・音響、装飾等の

対応を行う。

イ 表彰式（メインステージにおいて半日程度）

民間部門農林水産研究開発功労者表彰式及び若手農林水産研究者表彰式を実施す

る。受賞者や関係者の旅費及び謝金は技術会議事務局が支払う。受託者は、会場設

営、関係者の案内、司会進行、照明や音響、装飾等の対応を行う。

ウ 研究成果発表会等（セミナールーム）

「農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業」等に関する研究成果事例集から

30課題（１課題20分～25分程度とする。）を技術会議事務局が選定する。

エ 出展者による出展内容のプレゼンテーション（セミナールーム）

出展者がプレゼンテーション（20分～25分程度とする。）を希望する場合は、技

術会議事務局と受託者で協議して選定する。

受託者は会場設営、関係者の案内、司会進行、照明・音響、装飾等の対応を行う。

なお、上記ア～エまで以外にも、技術会議事務局が企画したイベントを実施する場

合があるので、その際は、受託者は、会場設営、関係者の案内、司会進行、照明・音



響、装飾等の対応を行う。

２ フェア2014の開催に関する留意点

(1) 会場について

フェア2014は、「アグリテクノウィーク2014 ※」の中で、（社）日本能率協会主催

の「アグロ・イノベーション2014」（以下「アグロ2014」という。）と、東京ビッグサ

イト内の隣接した会場で一体的に開催する。（フェア2014の会場は、アグロ2014の会

場も含めて「アグリテクノウィーク2014実施委員会」により予約済みであり、受託者

はアグリビジネス創出フェア2014の使用面積に応じた、会場借料及び諸経費（電気使

用料等についてはその使用量に応じた案分額を負担する。目安としては、会場借料の

５％程度。）を委託費から負担する。なお、フェア2014に使用する会場面積は、出展

者数により5,500㎡～6,000㎡までの間で設定する予定である。）

支払方法等は、契約締結後、技術会議事務局担当者から連絡する。（なお、会場借

料については実際に使用する面積に応じた案分額となるが、今回の提案書を作成する

際には、6,000㎡を使用することとしてフェア2014の実施計画を策定願いたい。）

※ 「アグリテクノウィーク2014」とは、フェア2014、アグロ2014を含む農林水産

・食品産業分野の技術開発や普及・産業化を促進するイベント等を集中して開催

し、それぞれのイベントへの来場者誘致や効果宣伝等において相乗効果を狙うも

のであり、農林水産省及び（社）日本能率協会が実行委員会を運営している。本

事業の受託者は、同委員会と密に連携して、事業を進めることとする。

(2) フェア2014における公的研究機関等と民間企業との連携を促進する企画の実施

フェア2014において、受託者は出展者に対し、「事例集」を紹介するのみならず、

フェア2014に民間企業の方を含むより多くの来場を促し、出展者と来場者が交流する

機会を確保するための企画を検討し、技術会議事務局と詳細な内容を調整したうえで、

フェア2014の会場内で実施する。

具体的には、最低限ア～オのような取組を行うことと、産学連携の加速を行うため、

フェア2014ではア～オ以上の企画を積極的に検討することとする。

ア 出展者名、会場図等を記載したリーフレットの作成、印刷、事前配布

イ 出展者ごとの出展内容を記載したガイドブックの作製、印刷及び会場での配布

ウ ア及びイの内容を含む情報等のホームページへの掲載

エ フェア2014会場内で農林水産・食品分野の技術相談等に応じる専門家（コーディ

ネーター）等の配置。

オ 出展者による出展内容のプレゼンテーション

(3) 出展者について

フェア2014には、全国の大学や試験場、独立行政法人等の公的研究機関等を中心に、

計250機関以上の出展を得ることとする。なお、民間企業からの出展については、隣

接会場で開催予定のアグロ2014に出展が可能な場合はアグロ2014への出展を促すこと

を基本とし、アグロ2014に出展が困難な企業（例：アグロ2014の出展対象ではない水

産研究を行う民間企業）である等、特段の理由がある場合のみ出展を認めることとす

る。



また、出展者を募集する際には、農林水産・食品産業分野を対象とする広範な基盤

的技術が集まるよう多方面に周知を行うとともに、フェア2014の具体的な特徴、過去

のアグリビジネス創出フェアにおいてマッチングが成立した具体例等について分かり

やすく紹介すること等により、産学連携を促進するという目的意識を持った出展者を

より多く確保するための工夫を行うこととする。

なお、出展規定の作成、出展対象となる機関の例示等については、技術会議事務局

担当者と十分協議すること。

(4) 出展料及び小間の仕様

フェア2014への出展料は無料とし、小間スペース（2m×3m程度）、間仕切りパネル、

照明（最低限の小間全体の明るさを確保）、コンセント（２口、300W）等を確保する。

これ以上の追加設備（追加の電源確保、インターネット回線の引き込み、各小間内で

使用するテーブル等の物品の借料等）については、適宜実費を徴収する。

また、多くの出展者を確保するため１出展者当たりの使用小間数には上限を設ける

ことが出来る。

出展小間の上部には、原則として受託者が出展者名及び主な出展内容を記したボー

ドを設置することとし、この作成に要する経費は、１万円を上限に出展者に実費負担

を求めることとする。ただし、より簡易な仕様の小間を設け、無料で出展できる方法

を残すなど、様々な機関が出展可能となるように配慮すること。

出展者の小間の配置は、技術会議事務局の担当者と十分協議（開催日まで、時間に

余裕を持つこと。）の上、来場者にとって分かりやすい配置となるよう工夫すること。

(5) 短期間出展枠の設定

優れた基盤的技術や研究成果を有しているものの、出展に要する経費や日程等の都

合で３日間の出展が困難な機関の参画を確保するため、出展期間を限定した「短期間

出展枠」（１日又は２日に期間を限定した出展を可能とする枠）を設けること。

(6) 事務局の設置、フェア2014会場設営、運営、管理等

フェア2014の出展者の募集、事前広報などの対外的な対応を一元的に行うため、出

展者の募集開始までに「アグリビジネス創出フェア2014事務局」を設け、フェア2014

出展者や来場予定者からの問合せ等に対応できる体制を取る。

会場設営から撤収までに的確に対応するため、フェア2014開催前日の平成26年11月

11日（火）～フェア2014が終了する平成26年11月14日（金）までは、東京国際展示場

（東京ビッグサイト）内に現地事務局を設けること。

特に現地事務局には、フェア2014会場内運営が円滑に進行するよう、必ず専任者及

び必要な人員等を配置し、以下ア～ウまでの対応を行うこと。

ア 会場設営

フェア2014の開催に必要な会場の設営・各種準備を行うとともに、展示の準備を

行う出展者等の支援を行う。なお、フェア2014会場内及び周辺における設営等は平

成26年11月11日（火）に行うことを原則とする。

イ 会場運営及び進行管理

フェア2014開催当日の会場運営を行うとともに、出展者・来場者に対する各種支

援、取材等への対応支援、講師や来賓の対応支援（技術会議事務局が行う来賓対応



の支援を含む。）、会場の保安、進行管理等を行う。

ウ 会場撤収

会場の撤収を行うとともに、展示の片付けを行う出展者等の支援を行う。なお、

会場の撤収はフェア2014終了後、平成26年11月14日（金）中に行うこととする。

(7) 情報発信、広報の留意点

フェア2014に民間企業を含む多数の来場を促すため、本イベントの開催の周知につ

いては、技術会議事務局の担当者と十分連携（開催日まで、時間に余裕を持つこと。）

の上で取り組むこととする。本イベントの開催周知を行う際には、次のア～オまでの

取組を行うこととする。

ア 主要な出展者の出展内容、フェア2014会場内で行われているマッチング支援の取

組事例、フェア2014直前の各出展者の準備情報、過去のアグリビジネス創出フェア

の効果等について、効果的に、様々な手段を通じて情報発信を行い、フェア2014の

開催に向け、来場者の関心を効果的に集めるよう工夫すること。

イ 来場者の誘致は、出展者、後援機関等と連携し、多角的に展開できるように工夫

すること。なお、過去のフェアの出展者等のメールアドレス等の情報は技術会議事

務局より提供するので、来場動員を行うターゲットを明確化し、効率的により多く

の方に来場を呼び掛けられるよう、工夫すること。

ウ 技術会議事務局が管理するアグリビジネス創出フェア用ホームページがあるの

で、活用可能である。ホームページの編集ができるようアクセスパスワード等を提

供するので、委託期間中は適宜ログインし、ホームページの作成及び閲覧者が見や

すいような編集を行うとともに、技術会議事務局から情報更新の指示があった場合

は速やかに対応できる体制を取ること。

エ ホームページに掲載された情報は本事業終了後も、引き続き公開できる形態で作

成すること。

オ 目玉となる出展内容については、ホームページ掲載以外にも、幅広く広報するこ

とで、フェア2014への注目度を高めるよう工夫すること。

(8) その他

フェア2014は、アグロ2014と隣接会場で同時開催し、全体を「アグリテクノウィー

ク2014」として開催する予定なので、一体的な会場展開に加え、会場配置やイベント

の開催等においても連携をするように留意すること。また、これ以外の農林水産・食

品産業に関する研究関連事業と連携するなど、マッチング効果を高める工夫を求める

場合があるので、積極的に協力すること。

本事業に関する各種資料（フェア2014のホームページ、会場で配布するガイドブッ

ク等）には、別記のロゴを統一して使用すること。
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（別記）

アグリビジネス創出フェアロゴマーク


